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2025 年 5月 

サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）会議報告 

I. 概要 

1. 国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）の諮問機関であるサステナビ

リティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）会議が、2025年 5月 13日から 14 日ま

で、ビデオ会議により開催された。当該 SSAF会議の主な概要は次のとおりである。 

2025年 5月 SSAF会議出席メンバー 

（SSAFメンバー） 

組織名 

パン・アフリカ会計士連盟（PAFA） 

ブラジルサステナビリティ報告委員会（CBPS） 

カナダサステナビリティ基準審議会（CSSB） 

ラテンアメリカ会計基準設定主体グループ（GLASS） 

メキシコ財務報告基準審議会（CINIF） 

中国財政部会計司（MOF-ARD) 

インド勅許会計士協会（ICAI） 

韓国会計研究院（KAI）及び金融委員会（FSC） 

サウジ勅許職業会計士協会（SOCPA） 

サステナビリティ基準委員会（SSBJ） 

エフラグ（EFRAG） 

スイス連邦財務省（SIF） 

英国財務報告評議会（FRC） 

（ISSB参加者） 

Sue Lloyd副議長、ISSBボード・メンバー、担当スタッフ 

（オブザーバー） 

欧州委員会（EC）、証券監督者国際機構（IOSCO）、グローバル・レポーティング・イニシア

ティブ（GRI） 
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2025年 5月 SSAF会議の議題 

議 題 
予定 

時間 

実際 

時間 

参照 

ページ 

1 IFRS S1号及び IFRS S2号の導入支援 

―教育的資料 

30分 24分 2 

2 温室効果ガス排出の開示に対する修正 60分 56分 4 

3 アジェンダ計画 15分 9分 7 

4 生物多様性、生態系及び生態系サービス

（BEES）並びに人的資本 

45分 37分 8 

5 SASBスタンダードの向上 45分 38分 11 

今後の日程(予定) 

2025年 9月 22日及び 23 日（フランクフルト） 

SSAF会議への対応 

2. 今回の SSAF会議は、直近のサステナビリティ基準委員会の開催までにアジェンダ・ペー

パー（AP）が公表されなかったため、当委員会事務局において、発言案等の検討を行っ

た。 

II. IFRS S1号及び IFRS S2 号の導入支援―教育的資料 

議題の概要 

3. 本セッションでは、ISSB スタッフより、次の教育的資料に関する取組みの状況が報告さ

れ、質疑応答及び意見交換が行われた。 

ISSBの教育的資料 

2025年に 

既に公表され

た資料 

「IFRSサステナビリティ開示基準におけるプロポーショナリティのメ

カニズム」※1 

「IFRS S2号に従い気候関連開示のみを報告する場合の IFRS S1号の

適用」※2 

「サステナビリティ関連のリスク及び機会、並びに重要性がある情報

の開示」※1 

現在開発中の

資料 

「温室効果ガス排出 FAQ」 

「移行計画に関する開示」 

「気候関連のシナリオ分析」 
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検討段階に 

ある資料 

「産業別ガイダンスの情報源の使用」 

※1：これらの教育的資料は、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）の補足文書として公表されて

いる。 

※2：この教育的資料の仮訳は、SSBJ のウェブサイトに公表されている（https://www.ssb-

j.jp/jp/activity/educational-materials.html）。 

SSAF会議での議論の概要 

4. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 「移行計画に関する開示」について、ISSB が意見募集を行う予定であるかどうかを

確認したい。我々の法域においても移行計画に関する適用ガイダンスを開発中であ

り、比較のために本資料の内容を確認したい。 

(2) （（1）の発言に関して）本資料は、IFRS S2号の要求事項を踏まえ、移行計画につい

て開示すべき情報等を再確認するものであり、ISSB 基準における開示要求を変更す

るものではないことから、意見募集は実施しない予定である。（Sue Lloyd 副議長） 

(3) 「温室効果ガス排出 FAQ」は、他の教育的資料と異なり、質問とその回答を記載した

形式のものと考えられる。本資料のタイトルから、ISSB 基準の解釈や適用上の課題

に包括的に対応するものと捉える関係者もいる可能性がある。このため、本資料の

内容とタイトルとの整合性を確認する必要がある。 

(4) （（3）の発言に関して）本資料は、読者が利用しやすい形式を採用し、関係者から寄

せられる、よくある質問に回答する内容となっている。ただし、内容は IFRS S2 号

における要求事項の説明にとどまるため、本資料のタイトルについては再考を検討

する。（Sue Lloyd副議長） 

(5) 近年、年次報告書にはサステナビリティ関連の情報が含まれることが増えている。

このため、年次報告書を承認する取締役会メンバー向けに、重要なポイントのみを

記載した短い分量の教育的資料の作成が望まれる。 

(6) 「気候関連のシナリオ分析」によって、シナリオ分析を用いた開示について、関係者

の理解が深まることが強く期待される。 

(7) （（6）の発言に関して）ISSB は、教育的資料の有用性を高め、広く利用されるよう

に、教育的資料の翻訳版の公表を推進している。（Sue Lloyd副議長） 

(8) ISSB基準の適用にあたって、ISSBが公表する教育的資料が非常に有用であると考え
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ている。我々の法域では、ISSB 基準を適用した最初の報告書がまもなく公表予定で

あり、これらの報告書をケース・スタディとして活用する予定である。また、IFRS財

団との契約に基づき、翻訳版の公表も進めている。 

(9) 我々は、ISSB 基準と、我が国の証券取引委員会が制定したサステナビリティ開示基

準との差異を確認し、両者の整合性を促進するため、証券取引委員会と協議を進め

ている。 

 

III. 温室効果ガス排出の開示に対する修正 

議題の概要 

5. ISSBは、2025年 4月 28日に公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2

号の修正案」（以下「本公開草案」という。）を公表した（コメント期限：2025 年 6月 27

日）。本公開草案は、IFRS S2号に対する的を絞った修正を提案しており、特定の温室効

果ガス排出の開示要求に対する追加的な救済措置を提供するとともに、既存の救済措置

を明確化することを目的としている。 

6. 本セッションでは、ISSB スタッフより、本公開草案の概要について説明がなされ、質疑

応答及び意見交換が行われた。 

SSAF会議での議論の概要 

7. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 我々は、10 日ほど前に本公開草案の仮訳を公表し、コメントの検討を始めたところ

である。 

 本公開草案では、スコープ 3 カテゴリー15「投資」の範囲について、ファイナン

スド・エミッションに限定し、「他の金融活動」に関連する排出を除外することを容

認することを提案している。しかし、本公開草案では、「他の金融活動」の範囲が明

確ではなく、必ずしもスコープ 3 カテゴリー15「投資」から除外される範囲が明ら

かになっていないと考えられる。 

 この点、ISSBの説明（本項(4)及び(5)参照）から、本公開草案は、スコープ 3カ

テゴリー15「投資」の範囲をファイナンスド・エミッションに限定することを認める

点を明確にするものの、「他の金融活動」に関連する排出については、具体的に何が

含まれるのかを明確に定義しない意図であることを理解した。 

 そのうえで、本公開草案は、この範囲の除外を容認規定として提案しているが、容



 
 

5/14 

認規定とする理由が明確ではない。「ファイナンスド・エミッションを開示しなけれ

ばならない」という要求事項とするべきではないか。（SSBJ） 

(2) （（1）の発言に関して）スコープ 3 カテゴリー15「投資」の範囲の限定に関する提

案は、既存の要求事項の不整合に起因した論点であり、この不整合を解消するとと

もに、確立されていない方法論のもとで開示が要求されるという適用上の課題を考

慮して、容認規定としている。（ISSBスタッフ） 

(3) ISSBの提案は非常に実用的であり適時に公表されたと考える。 

 現時点の見解であるが、我々は、デリバティブに関連する排出、及び投資銀行に関

連する特定の金融活動に関連する排出（以下「ファシリテーションに係る排出」とい

う。）について、スコープ 3カテゴリー15「投資」の範囲から除外することを容認す

ることに概ね賛同する。ただし、ファシリテーションに係る排出は、投資銀行の活動

に関連する排出よりも広範である可能性があるため、この範囲の定義が必要である

と考える。 

 一方、保険及び再保険の引受に関連する排出（以下「保険に関連する排出」とい

う。）の除外を容認することには賛同できない。保険会社にとって引受業務はビジネ

スの根幹をなすものである。また、欧州では「サステナブル・ファイナンス開示規

則」に基づき、保険に関連する排出について既に報告が行われており、測定の方法論

の改善に向けた議論が活発に行われている。 

 さらに、上記の除外される排出のいずれについても、範囲の除外を容認すること

を恒久的ではなく一時的な措置とすることが適当であると考える。GHG プロトコル

に基づき報告するスコープ 3 温室効果ガス排出のカテゴリーには、重要性の判断が

適用される。これに加えて、本公開草案に基づき恒久的な範囲の除外を行った場合

は、有用な情報が欠如する可能性があると考えられる。 

 今後は、内部で協議のうえ、数週間以内にコメント・レターの草案を公表し、我々

の法域の利害関係者に対して意見を募る予定である。 

(4) （（3）の発言に関して）まず恒久的な措置として提案した理由について述べたい。第

一に、本公開草案の背景にある既存の要求事項の間の不整合、すなわち、スコープ 3

カテゴリー15「投資」の測定及び開示の範囲と、ファイナンスド・エミッションに関

する追加的な情報の開示の範囲との間の不整合を解消するためには、恒久的な措置

が必要である。第二に、一時的な措置を設ける場合に必要となる適用期間を決定す

るための、確固たる根拠を見出すことができなかった。 

 また、定義については、IFRS S2号において、ファシリテーションに係る排出及び

保険に関連する排出の定義はなされておらず、これらの測定の方法論も進展中であ
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る一方、ファイナンスド・エミッションは IFRS S2 号において定義が示されている。

このため、スコープ 3カテゴリー15「投資」の範囲において、ファイナンスド・エミ

ッションを範囲に含め、ファシリテーションに係る排出及び保険に関連する排出は

範囲から除外することで、取扱いの複雑性が軽減されると考えている。（ISSB スタッ

フ） 

(5) （（3）の発言に関して）恒久的な措置とした点について、これは、将来において IFRS 

S2 号が修正されるまでは、除外された排出の開示は必要ないということである。除

外された排出に関する測定及び開示は進展中であるため、ファイナンスド・エミッ

ションに関する追加的な開示を求めないという、既存の要求事項と整合させる取扱

いとなっている。 

 また、本論点において、デリバティブに関連する排出、ファシリテーションに係る

排出及び保険に関連する排出の 3 種類を取り扱っていることも、一定期間の救済措

置として設定することを難しくしている。このため、適当な適用期間の見通しが立

った時点で、一時的な措置とすることを検討する方針である。 

 保険に関連する排出については、実際に公表されている情報はあまりないように

記憶していたが、情報があれば教えてほしい。 

 個人的な見解ではあるが、基準設定にあたって、定義を定めることは、結果的に、

重複や乖離を生じさせる可能性があるため、適当な対応ではない場合もある。この

ため、本公開草案では、含まれるものを明確化したうえで、それ以外のものが除外さ

れることを示している。（Sue Lloyd副議長） 

(6) 本公開草案では、スコープ 3 カテゴリー15「投資」の範囲から除外されたものにつ

いて、追加的な開示を求めることが提案されている。この開示は、単に財務諸表にお

ける関連する数値（amount）を参照するだけでなく、契約のレビュー、主要な取引の

分類、及び専門的な判断が必要になる場合があると考えられる。このため、我々は、

当該開示が企業に負担を課すほど有用な開示であるかどうかを、ISSB が評価するこ

とを提案する。 

 GICS の使用に関する提案については、企業の一部でのみ GICS が使用されている

場合であっても、GICS を連結グループ全体で使用しなければならないという取扱い

が明確ではない。 

 また、我々の法域では 2025年後半に自国の基準を最終化する予定である。本公開

草案の最終化の時期は明らかになっていないが、自国の基準の最終化との関係から、

その動向を注視している。 

(7) （（6）の発言に関して）基準の最終化については、できる限り迅速に対応する予定で
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あり、最終化に向けた手続が順調に進めば、年内に最終化できると考えている。（Sue 

Lloyd副議長） 

(8) （（6）の発言に関して）追加的な開示に関するコストについては、異なる見解があっ

た。スコープ 3 カテゴリー15「投資」に関する情報の完全性のために、この開示が

有用であるという投資者からの意見がある一方で、作成者に対する潜在的なコスト

を懸念する意見も聞かれた。この点について、追加的な開示が企業にとって、どの程

度の負担となるか、またその原因は何かなどの、フィードバックをお寄せいただき

たい。 

 また、連結グループ全体での GICS の使用は、ISSB の既存の要求事項である GICS

の使用を、できるだけ維持することが適当であるとの考えに基づくものである。た

だし、実務においては、コスト及び法律上の観点での影響が生じ得ると考えており、

この点についてもフィードバックをお寄せいただきたい。（ISSBスタッフ） 

(9) 本公開草案は、企業の現在の知識及び能力、並びに実務上の課題を十分に考慮した

内容となっている。我々の法域では、気候関連の開示基準の公開草案に対する意見

募集を実施している。今後は、関係者からのフィードバックを検討し、ISSB 基準と

の整合性を維持しつつ、本公開草案による修正も考慮しながら基準を最終化する予

定である。 

 

IV. アジェンダ計画 

議題の概要 

8. ISSB は、次回の SSAF 会議（2025 年 9 月開催予定）において、次のアジェンダを議論す

ることを検討している。 

(1) SASBスタンダードの向上 

(2) ISSBリサーチ・プロジェクト 

(3) ISSB基準の導入支援のための教育的資料の開発 

9. 本セッションでは、ISSB スタッフより、前項のアジェンダについて説明がなされ、質疑

応答及び意見交換が行われた。 

SSAF会議での議論の概要 

10. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 
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(1) 公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2号の修正案」に対するフ

ィードバックについて、次回の会議で議論される予定かどうかを確認したい。（SSBJ） 

(2) （（1）の発言に関して）本公開草案に対するフィードバックについて、次回の会議で

議論することを検討したい。（ISSBスタッフ） 

(3) 次回の SSAF会議の議題について、2点提案したい。 

 1つは、ISSBの 2 回目のアジェンダ協議である1。アジェンダ協議の議論開始から

最終決定までは通常 15 か月程度を要するため、次回の SSAF 会議までにプロセスを

開始する必要がある。国際会計基準審議会（IASB）は 3 月開催のボード会議におい

て議論を開始しており、アジェンダ協議において ISSB と IASB の共同プロジェクト

を検討する可能性があるとしている。 

 また、6月末に公表予定の「法域のアップデート（jurisdictional update）」につ

いて、ISSB 基準の適用に関する国際的な進捗状況を把握することは非常に有用であ

ると考える。 

 

V. 生物多様性、生態系及び生態系サービス（BEES）並びに人的資本 

議題の概要 

11. ISSBは、2024年 4月のボード会議において、今後 2年間の作業計画に、生物多様性、生

態系及び生態系サービス（以下「BEES」という。）並びに人的資本に関するリサーチ・プ

ロジェクトを追加することを決定した。 

12. 本セッションでは、ISSB スタッフより、BEES及び人的資本に関するリサーチ・プロジェ

クトにおけるリサーチの第一段階の調査結果の要約及びリサーチの次の段階のアプロー

チについて説明がなされ、質疑応答及び意見交換が行われた。 

SSAF会議での議論の概要 

13. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 本 SSAF会議のアジェンダ・ペーパーによれば、BEESに関する情報は開示されている

ものの、気候関連などのその他の情報と比較して、投資者の情報ニーズが明確では

ないという点が印象的である。 

 
1 ISSB は 1 回目のアジェンダ協議（2024 年 6 月から 2026 年 6 月）のフィードバック・ステートメン

トを 2024 年 6 月に公表している。 
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 また、BEES及び人的資本関連の情報開示に関する一貫性及び比較可能性の欠如が、

用いられるフレームワークに関連するのか、セクター又は産業間の違いに起因する

のかが明確ではない。調査結果の中で強調されていたセクター又は産業による違い

は、将来的に産業別基準の開発に対して示唆を提供するのではないか。 

(2) （（1）の発言に関して）BEES については、産業によって投資者のニーズが異なると

考えられる。実務において TNFDに基づく開示は始まったばかりであるため、今後も

注視していく。 

 BEES 及び人的資本関連の情報開示に関する一貫性及び比較可能性の欠如について

は、市場にさまざまな基準及びフレームワークが存在すること、及び、地域又はセク

ター間の違いの両方が要因であると考える。BEES 及び人的資本関連の情報開示は記

述的な開示が多く、比較可能性がまったくないわけではないが、より比較可能性を

高めるためには、ある程度の標準化やガイダンスの作成といった、一貫性を高める

ための作業が必要である。（ISSBスタッフ） 

(3) まず、BEES及び人的資本は、IFRS S1 号の方向性に沿った包括的なサステナビリテ

ィ報告を作成するうえで不可欠なトピックである。気候変動の解決のために労働者

を犠牲にすることがないよう、ISSB は基準の策定にあたって「公正な移行」を考慮

することが重要である（important）。 

 次に、BEES 及び人的資本について、前者はより産業固有のトピックであり、後者

はよりセクターにとらわれない産業横断的なものであるという点で違いがあると考

える。したがって、完全に産業に特化するか、産業横断的に取り組むかは、明確な意

思決定のポイントとなる。 

 最後に、必要な水準の比較可能性を提供することが基準設定主体の役割であると

考えているため、既存のフレームワークの中での比較可能性の欠如は必ずしも障壁

にはならないと考える。欧州において既に実施されている BEES及び人的資本の報告

は、ISSBに有用な情報を提供することができる。 

(4) （（3）の発言に関して）「公正な移行」の考慮について同意するとともに、これはさ

まざまな種類のサステナビリティ関連のリスク及び機会が交差することを示す良い

例であると考える。 

 BEES 及び人的資本の違いについても同意する。しかし、人的資本についても、投

資意思決定において重要性がある（material）情報は、企業の事業内容や法域によっ

て異なることが分かっている。人的資本は、より一般的な（generic）トピックであ

るものの、企業は、企業のビジネス・モデルや事業を営む状況に応じてさまざまな方

法で労働力（workforce）を配置すると考えられる。そのため、テーマ別の横断的な
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要求事項と産業別の追加的な考慮事項との組み合わせになる可能性があると考えら

れる。 

 また、追加的な開示トピックについて、どの程度 IFRS S1 号に依拠し、どの程度

テーマ別基準において追加しなければならないかは、重要な（important）基準設計

上の問題である。また、企業にとって重要性（materiality）の判断は容易ではない

と考えられるため、特定の産業を念頭に置いて設計された基準を適用することがで

きれば、企業の判断が軽減されると考える。（Sue Lloyd 副議長及び ISSBスタッフ） 

(5) （(4）の発言に関して）テーマ別基準と産業別基準との間のバランスについては、こ

れらを組み合わせすぎることに対する注意が必要である。なぜなら、企業がその産

業に属する場合は必須であり、他の産業に属する場合は任意であると考えることが

想定されるからである。それよりも、産業横断的な定めとして設計したうえで、企業

において重要性（materiality）の判断を行使する方が望ましい。 

 人的資本については、産業別基準において同じ定めを繰り返すよりも、産業横断

的なアプローチの方が望ましいと考える。 

(6) リサーチの次の段階のアプローチについて、潜在的な基準設定の評価の側面の 1 つ

である「実行可能性（feasibility）」は、ISSB の基準開発の能力を意味しているの

か、それとも企業の基準適用の能力を意味しているのかを確認したい。また、コスト

及び便益を考慮して、企業が実際に実務上で何ができるのかが問題となると考えら

れる。 

(7) （(6）の発言に関して）潜在的な基準設定の評価の側面である「必要性」及び「実行

可能性（feasibility）」は、ISSB の基準設定の必要性及び実行可能性を意味してい

る。基準設定において、市場及び市場参加者のコスト及び便益、企業のコスト又は情

報作成の困難さ等を考慮する必要があるが、初期段階でこれらを考慮することは難

しい。（ISSBスタッフ） 

(8) （(7）の発言に関して）基準設定主体が基準開発において従うべき概念フレームワ

ークの欠如によって生じているのではないか。 

(9) （(8）の発言に関して）ISSBは、IFRS財団の概念フレームワークに依拠している。

コスト及び便益、意思決定の思考並びにリサーチ及び基準設定において検討する必

要がある重要な（important）事項に関しては、同じ基礎となる考え方に基づいて取

り組んでいる。（Sue Lloyd 副議長） 
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VI. SASBスタンダードの向上 

議題の概要 

14. ISSBは、2024年 4月のボード会議において、今後 2年間の作業計画に「SASB スタンダー

ドの向上」プロジェクトを追加することを暫定決定し、2024 年 5 月から当該プロジェク

トに関する審議を行っている2。 

15. 本セッションでは、ISSBスタッフより、SASBスタンダードの向上のアプローチ及び 12の

優先順位の高い SASB スタンダードの公開草案に関するタイムライン、並びに公開草案の

形式及び関連する考慮事項について説明がなされ、次の項目について質疑応答及び意見

交換が行われた。 

(1) プロジェクトの活動及びアプローチ 

(2) 公表予定の公開草案について明確化すべき事項 

SSAF会議での議論の概要 

16. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) まず、今回の公開草案において、旧サステナビリティ会計基準審議会（SASB）が IFRS

財団に加わった当初に取り組んでいたプロジェクトのすべてが対処されるのか。 

次に、我々の法域では、公開草案を翻訳する必要があるため、修正が必要となる可

能性が高い文書の数を踏まえると、コメント期間が 120 日間よりも短くなることを

望まないことを明確にしたい。 

最後に、SASBスタンダードの名称を「ISSB産業別ガイダンス」に変更することに

ついては、SASB スタンダードの役割を明確化することにおいて、改善よりも混乱を

招くのではないかという印象を持っている。（SSBJ） 

(2) （（1）の発言に関して）修正案を開発する過程で、これらのプロジェクトのために収

集した情報を考慮し、情報の一部が現在も適用可能かどうか検討したうえで、有用

だと思われる情報は取り入れている。（ISSBスタッフ） 

(3) （（1）の発言に関して）ISSB スタッフを含め、120 日未満のコメント期間で良いと

考える者はいない。この点については ISSBを代表して明言することができる。 

 
2 直近で実施された審議では、2025 年 3 月のボード会議で、SASB スタンダードの向上のアプローチ及

び 12 の優先順位の高い SASB スタンダードの公開草案に関するタイムラインについて議論された。ま

た、2025 年 5 月 15 日（本 SSAF 会議の翌日）に行われた 2025 年 5 月のボード会議で、上述のタイム

ラインについての更新が報告され、公開草案の形式及び関連する考慮事項について議論された。 
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SASBスタンダードの名称については、「standard」という言葉が含まれた文書を公

表することで、SASB スタンダードが「基準」であるとの誤解を抱かせるのではない

かと考えている。したがって、「ISSB産業別ガイダンス」と呼ぶことによって、SASB

スタンダードの役割を伝えるのに役立つのではないかと期待しているが、他の意見

についても興味深いと考える。（Sue Lloyd副議長） 

(4) ISSB 基準では、SASB スタンダードが修正された場合、作成者が最新の SASB スタン

ダードを用いるべきかどうかが定められておらず、その曖昧さにより混乱が生じて

いる。サステナビリティ報告書を発行する我が国のほとんどの企業は、今年は 2023

年に修正された SASB スタンダードを用いているが、我が国のサステナビリティ基準

で最新の SASBスタンダードを用いることを提案すべきかを検討している。 

(5) （（4）の発言に関して）IFRS会計基準と同じように、SASBスタンダードの修正案で

は、発効日を特定の日付とすることが提案される予定である。なお、SSBJ基準では、

特定の日付における SASB スタンダードを参照するよう定められており、ISSB 基準

の整理と整合している。（Sue Lloyd副議長） 

(6) SASB スタンダードの修正と、人的資本などのテーマ別基準の設定との間の相互関係

を、どのように管理するのかについて伺いたい。経験上、テーマ別基準を開発した場

合、産業別基準の修正時に検討していた産業固有の開示の多くが不要となる可能性

があるが、これら 2 つのタイムラインは異なっている。BEES 及び人的資本の基準設

定が進むと仮定した場合、SASB スタンダードの改訂版が改めて公表され、テーマ別

基準において対処された事項が、SASB スタンダードから削除されることはあり得る

のか。 

(7) （（6）の発言に関して）SASB スタンダードのプロジェクトとリサーチ・プロジェク

トには相関関係がある。最終的なバランスはリサーチ・プロジェクトに基づいて決

定する必要があるが、SASB スタンダードのプロジェクトはリサーチ・プロジェクト

の有益な事前作業となる。SASBスタンダードに関する公開草案には、BEESや人的資

本に関する修正提案も含まれているため、それらが投資者にとって有用な情報とな

り得るかを評価するための良い手法になると期待している。 

IFRS S2号でも、産業横断的指標の他に、金融セクターの一部の企業にはファイナ

ンスド・エミッションに関する追加的な情報及び全企業に対し産業別の情報の提供

を求めており、SASB スタンダードに由来する産業別の情報の例をガイダンスとして

含めている。したがって、最終的にテーマ別基準を設定する場合でも、産業別の情報

と共存でき、一部は要求事項とし、一部は例とすることができる。（Sue Lloyd 副議

長及び ISSBスタッフ） 
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(8) まず、公開草案の公表にあたり、コミュニケーションが重要である（important）。適

切な説明がなされない場合、一般的には、的を絞った修正との区別がつかない可能

性がある。 

次に、コメント期間について、2025年 5月 15日（本 SSAF会議の翌日）に行われ

る ISSBボード会議では 120日のコメント期間が提案されるとのことだが、デュー・

プロセス・ハンドブックによればこれは最短の期間であると認識している。今回の

更新及び残り 3つの基準について、コメント期間がより長くなる可能性がある中で、

何か議論されたことはあるのか。12 の優先順位の高い SASB スタンダードについて

は、デュー・プロセス・ハンドブックにおける「狭い範囲の修正」を行うことは困難

になる可能性があると認識している。 

(9) （（8）の発言に関して）コミュニケーションについては我々も非常に意識している。

今回の公開草案は複雑でさまざまな要素があり、コミュニケーションは決して容易

ではないが、利害関係者がよりコメントし易くなるよう努めていく。 

デュー・プロセス・ハンドブックで定められている 120 日間のコメント期間を少

なくとも遵守していることは強調したい。より長いコメント期間を求める要望が増

えれば、それを踏まえて検討することは有益である。ただし、我々は常に、インプッ

トを得るのに十分な時間と、物事を前進させるための適時性のバランスを取らなけ

ればならない。（Sue Lloyd 副議長及び ISSBスタッフ） 

(10) 我々の法域では、一部の企業が、旧サステナビリティ会計基準審議会が IFRS 財団に

統合されたあと、SASB スタンダードが別の独立した枠組みなのか、又は ISSB 基準の

一部なのかどうかについて議論している。SASB スタンダードについて、具体的にい

わゆる ISSBのものとするようなこと（nationalization）は行われているのか。 

(11) （（10）の発言に関して）SASB スタンダードと ISSB 基準は異なるものである。ISSB

基準を適用する場合、ISSB 基準への準拠を主張するためには、産業別の情報を提供

すること及び SASB スタンダードを参照し、その適用可能性を考慮することが要求さ

れるが、SASBスタンダードを用いることは要求されない。一方、ISSB基準及び SASB

スタンダードは、ISSB 基準を開発する同じ組織によって維持及び向上が行われてい

るという共通点がある。 

 公開草案における質問には、IFRS財団の完全なデュー・プロセスを経た SASBスタ

ンダードの記述の仕方を変更する必要があるかどうかを含める予定である。また、

SASBスタンダードは、IFRS S1号及び IFRS S2号と併用されることを前提としてい

る。（Sue Lloyd副議長） 
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以 上 


